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中期経営計画の数値目標修正に関するお知らせ 

 

当社は、平成28年2月期を初年度とする中期経営計画（平成28年2月期～平成29年2月期）において、

平成28年2月期につきましては、藤沢店・横須賀店の2店舗において、フロア構成の見直しや新規テナン

トの導入、外商営業力の強化による営業効率を高めた店舗運営を行うとともに、後方部門の効率化や更

なる経費削減に取り組んだ他、新たな店舗形態として専門業務に特化したサテライト型店舗をJR川崎駅

前の川崎日航ホテル3階に出店する等、百貨店運営のノウハウを活用した事業を展開することにより、

収益力向上のための施策について優先的に取り組んでまいりました。 

しかしながら、近隣商業施設や商圏間の競争は激しく、又、商圏内人口の減少や高齢化等もあり、営

業環境は厳しさを増している他、暖冬の影響による冬物衣料品販売の不振等により年度後半にかけて厳

しい状況となり平成28年2月期の実績は、直近の個別業績予想を下回る結果となりました。 

このような状況に加え、地方・郊外型の百貨店の業績は一進一退の状況が続いている他、個人消費の

先行きも不透明であることから、営業面においては「売場改善」、「収益力強化」、「外商強化」を更に推

し進め、売上減少に歯止めをかける必要があります。一方、財務面では、今後の借入金返済計画を確実

に履行するため、ローコストオペレーションを更に継続し、財務基盤を強化する必要があります。 

以上のような課題と経営環境の先行きを踏まえ、平成29年2月期につきましては2年目を迎える中期経

営計画の数値目標を見直すとともに、昨年度から取り組んでいる営業施策を更に推し進め、全役職員が

一丸となって中期経営計画の基本戦略の推進に取り組んでまいります。 

 

記 

1.1.1.1. 数値目標（数値目標（数値目標（数値目標（平成平成平成平成22229999年年年年2222月期月期月期月期：単体：単体：単体：単体））））    

＜計画の数値目標＞ 

    

平成28年2月期 

実績 

平成29年2月期

当初発表目標 

平成29年2月期

修正後目標 

増減 

売 上 高 26,434 百万円 24,657 百万円 23,360 百万円 ▲1,297 百万円 

売 上 総 利 益 5,395 百万円 5,530 百万円 5,040 百万円 ▲490 百万円 

営 業 利 益 351 百万円 283 百万円 220 百万円 ▲63 百万円 

売 上 高 営 業 利 益 率 1.33％ 1.15％ 0.94％ ▲0.21％ 

経 常 利 益 287 百万円 123 百万円 80 百万円 ▲43 百万円 

Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ 1,000 百万円 1,032 百万円 664 百万円 ▲368 百万円 

有 利 子 負 債 6,593 百万円 6,129 百万円 5,860 百万円 ▲268 百万円 

※平成29年2月期修正目標の数値は、本日開示の決算短信の業績予想数値と同一です。 

※上表のEBITDAは営業利益＋減価償却費にて簡便的に算出しております。  

※売上高には、賃料収入及び手数料収入を含みます。  

※平成28年2月期実績の減価償却費は、販売費及び一般管理費の612百万円にテナント収入原価に含まれ

る36百万円の合計額649百万円です。  

 



2.2.2.2. 目標とする経営指標目標とする経営指標目標とする経営指標目標とする経営指標    

平成29年2月期の売上高営業利益率は、当初の目標であった1.15％を下方修正した0.94％を目標とし

ておりますが、これをボトムとして更なる収益力の向上と財務体質の強化を図り、当社の目標とする経

営指標は引き続き売上高営業利益率2％以上とし、目標の早期達成に向け各種施策を積極的に展開して

まいります。又、上記目標の達成を通じて、自己資本当期純利益率（ROE）の向上を目指してまいりま

す。    

    

3.3.3.3. 経営計画達成のた経営計画達成のた経営計画達成のた経営計画達成のためのめのめのめの基本戦略にもとづく施策の基本戦略にもとづく施策の基本戦略にもとづく施策の基本戦略にもとづく施策の推進推進推進推進    

本計画における基本戦略である「百貨店事業の強化」、「関連事業及び新規事業への取組み」、「財務体

質の強化」、「人材育成の強化と組織風土の改革」の実現に向け、以下の施策実行に全役職員が一丸とな

って取り組んでまいります。 

① 百貨店事業の強化 

「売場改善」、「収益力強化」、「外商強化」を更に推し進めるため、藤沢店・横須賀店の2店舗におい

て、平成28年2月期に導入した新規テナントや既存の大型テナントと協調しながら、販売計画を見直

すとともに媒体戦略を強化し、商圏のお客様の来店促進と店舗売上高の向上を図る他、川崎地区のお

客様との関係強化を図るため、川崎店の外商担当を増員する他、各店の外商部門の体制を見直し営業

活動の強化を図ります。 

② 関連事業及び新規事業への取組み 

「収益力強化」を更に推し進めるため、川崎店（サテライト型店舗）、町田ジョルナ店（店舗運営管

理業務委託）の運営を引き続き展開する他、百貨店運営のノウハウを活用した関連事業や新規事業を

積極的に展開してまいります。 

③ 財務体質の強化 

今後の借入金返済計画を確実に履行するため、全社において経費削減等によるローコストオペレーシ

ョンの継続と、百貨店事業を核とした収益力の向上により自己資本の充実を図ります。 

④ 人材育成の強化と組織風土の改革 

当社グループの安定的な事業運営と今後の成長を実現させるため、引き続き外部コンサルタントの活

用等を含めた人材育成に関する投資を行うとともに、女性・若手社員の登用等を積極的に行い、全社

一体となって当社グループの成長を推進する組織風土の醸成に取り組んでまいります。 

 

 

以上 


